
１　継続事業の前提に関する注記
　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２　重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
　　①　満期保有目的の債権
　　　　償却原価法（定額法）を採用している。
　　②　満期保有目的の債権以外の有価証券
　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用している。

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　最終仕入原価法による原価法を採用している。

 (3)　固定資産の減価償却方法
　　①　有形固定資産
　　　　定率法を採用している。ただし，平成10年以降の取得建物については，定額法を採用している。
　　　　また，平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物についても定額法を採用して

　　②　リース資産
　　　　定額法を採用している。

 (4)　引当金の計上基準
　　①　退職給付引当金
　　　　当事業年度末における退職手当支給対象者全員の退職手当所要額に相当する金額を計上し
　　　ている。

 (5)　消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は，税込方式を採用している。

３　会計方針の変更
　　新公益法人会計基準を適用しており，会計方針に変更はない。

４　基本財産及び特定資産の増減額及び残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

５　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。

６　担保に供している資産
担保に供している資産はない。

(128,536,696) （      0）

科 目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

特定資産

（      0）
（      0）

5,000 0 20,005,000

（         ） (524,596,354) (34,288,322)

375,270,151

　　建　　物

375,270,151
　　修繕引当資産 20,005,000
　　減価償却引当資産

合 計 558,884,676
　　収入証紙購入資産 128,536,696

財務諸表に対する注記

（単位：円）
科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　　　ている。

784,507
　　修繕引当資産 20,000,000

　　退職給付引当資産

30,899,981 558,884,676

　　減価償却引当資産 389,104,374 3,667,995 17,502,218

　　建　　物 1,002,231 0 217,724

（         ） (375,270,151)

　　退職給付引当資産 34,526,671 12,844,240 13,082,589 34,288,322

（      0）
（         ） (20,005,000)

　　収入証紙購入資産 128,181,800 452,346 97,450 128,536,696

34,288,322 - (34,288,322)

合 計 572,815,076 16,969,581

784,507 （         ） (784,507)

（単位：円）

-



７　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

（特定資産）
（その他固定資産）

８　債権の債権金額，貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
債権の債権金額，貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は，次のとおりである。

９　保証債務等の偶発債務
該当する取引はない。

10　満期保有目的の債権の内訳
 満期保有目的の債権の内訳は，次のとおりである。

11　補助金等の内訳，交付者及び当期の増減額及び残高
 補助金等の内訳，交付者及び当期の増減額及び残高は，次のとおりである。

補助金 交　付　者 前期末 当期末
補助金

地方公共団体 0 0
助成金

日本二輪車普及安全協会 0
全日本交通安全協会 0 0

0 0

12　資金，代替基金の増減額及びその残高
 該当なし。

13　指定正味財産から一般正味財産への振替額
 該当なし。

14　関連当事者との取引の内容
 該当なし。

15　重要な後発事案
 該当なし。

16　その他

合 計 37,120,475 37,120,475

科 目 債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債　権　の
当期末残高

未　　収　　金 34,278,918 34,278,918
2,841,557 2,841,557

一般正味財産

（単位：円）

15,481,801 15,481,801 一般正味財産

（単位：円）

貸借対照表上

〃 70,000,000 68,761,000

当期増加額 当期減少額

政府関係機関債 98,994,833 100,000,000

合 計 268,994,833 266,961,000

立　　替　　金

1,005,167

建物附属設備
554,605 309,165

16,940,640

10,939,254 4,170,781

 (1)　金融商品の状況

合 計
1,376,400 1,376,400

17,048,201 17,048,201

190,000

6,768,473
構築物
水道施設利用権 117,600 96,040 21,560

190,000

566,035,036 257,982,621

一般正味財産

車両運搬具 70,728,418 66,156,986 4,571,432

（単位：円）
科 目 取得価額

△ 1,800,000
△ 1,239,000
△ 2,033,833

（単位：円）

共同発行地方債 100,000,000 98,200,000

種 類 及 び 銘 柄 帳簿価格 額 面 金 額

建　　物
597,712,247 370,983,397 226,728,850

減価償却累計額 当期末残高
27,708,645 26,924,138

評　価　損　益

784,507

245,440

合 計 824,017,657

什器備品 89,496,524 85,074,764 4,421,760

5,280,640 11,660,000リース資産
ソフトウエア 9,819,724 7,039,125 2,780,599



　　　を図る。
　　　　なお，デリバティブ取引は行わない方針である。

　　①　金融商品に対する取組方針
　　　　当法人が金融商品に取組む際は，安全性，流動性及び効率性を確保することを原則とする。
　　②　金融商品の内容及びそのリスク
　　　　資金運用に関しては，預貯金及び元本償還が確実な国債・地方債及びこれらに準じる債券によ
　　　るものとし，発行体の信用リスクの軽減を図る。
　　　　また，取得した債券は，原則，満期又は期限まで保有し，市場価格変動リスクの軽減を図る。
　　③　金融商品に係る管理体制
　　　　金融商品の取引は，当法人の財産管理運用規程に基づき行う。
　　　　また，取引の相手方については，相対的に格付けが高い金融機関を選定し，信用リスクの軽減


